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令和７年度 沖縄観光コンテンツ開発支援事業補助事業 

公募要領 

 

１ 事業の目的 

沖縄県では、「世界から選ばれる持続可能な観光地の形成」を目指し、多彩かつ質 

の高い観光コンテンツの開発を推進している。 

本事業では、民間事業者等の実施する沖縄のソフトパワー（歴史、自然、文化、 

芸能等）を活用した観光コンテンツ開発を支援することにより、観光消費額の向上 

や滞在日数の延伸等、沖縄の抱える観光課題解決を図ることを目的とする。 

 

２ 事業期間 

（１） 交付決定の日から令和８年１月 31日までの事業者が設定する期間とする。 

（令和８年２月 28 日までに精算業務及び事業報告を行うこと。） 

（２）補助事業は、審査委員会による毎年度の審査・採択を受けることで、最大３回

まで支援を受けることができる。ただし、本年度の採択が来年度以降の採択を確約す

るものではない。 

 

３ 応募参加資格 

次に掲げる要件をすべて満たす企業又は団体であること。 

（１）沖縄県内に本店又は支店等を有する法人であること。共同企業体の場合は、沖縄県

内に本店又は支店等を有する法人を代表企業とすること。また、代表企業の担当者が

沖縄県内に常駐していること。 

（２）当事業の目的を理解し、補助事業を的確に遂行するために必要な人員、管理体制、

経営基盤等を有していること。 

（３）当補助事業の応募にあたり、提案する実施内容について、他の補助事業等から助成

を受けていないこと。 

（４）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４第１項の規定に該当しな

いこと。 

＜参考＞地方自治法施行令第 167 条の４第１項 

普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各

号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

① 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

② 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32

条第１項各号に掲げる者 

（５）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者でない

こと及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（６） 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づき更生手続開始又は民事再生手続の申立てがなされている団体でないこと。 
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（７）共同企業体による申請の場合、共同企業体を構成する全ての事業者は、応募資格（４）、

（５）及び（６）の要件を満たすこと。 

（８）法人の場合は、直近２年間の法人事業税及び法人県民税について滞納がないこと。 

 

４ 補助対象事業者 

（１） 観光関連事業やエンターテイメント事業等に取り組む民間事業者 

（２） 新たなユニークベニューやチームビルディング等の MICE メニュー開発に取り

組む民間事業者 

（３）地域観光協会、登録観光地域づくり法人（登録 DMO）、NPO 法人等 

 

５ 補助対象事業 

次の（１）～（３）をすべて満たす事業であること。 

（１） 沖縄のソフトパワー（歴史、自然、文化、芸能等の観光資源）を活用した多彩

で付加価値の高い観光コンテンツ開発であること。 

（２） 観光消費額の向上や滞在日数の延伸等に繋がる取組であること。 

（３） 持続性及び発展性が見込まれ、自走化を前提とした取組であること。 

※具体的なイメージ例 

＜観光コンテンツ開発＞ 

・世界文化遺産、世界自然遺産などを活用したコンテンツ 

・沖縄のソフトパワー（歴史、自然、文化、芸能等の観光資源）を活用した体験 

型のコンテンツ 

・ＶＲ・ＡＲ等の新たなデジタル技術を活用した体験型のコンテンツ 

・離島の魅力ある資源を生かしたコンテンツ 

・ウェルネスなど心身の健康増進や回復に繋がるコンテンツ 

・雨天時・ボトム期・ナイトタイムなど多様なニーズに対応したコンテンツ 

 

＜ＭＩＣＥコンテンツ開発＞ 

・沖縄の観光資源や世界文化遺産などの歴史文化施設、公的空間等をＭＩＣＥの 

開催場所として活用するユニークベニュー 

・沖縄のソフトパワー（歴史、自然、文化、芸能等の観光資源）を活用したチー 

ムビルディングメニュー 

・沖縄の特性等を活かした、沖縄独自の SDGs・CSR プログラム 

・沖縄県の産業振興施策と関連する産業観光メニュー 

・デジタル技術を活用し、既存のＭＩＣＥプログラムの高付加価値化へ繋げる取 

組 

 

６ 補助率・補助対象経費等 

（１）補助率 

１年目（１回目）：補助対象経費総額（税別）の 8/10 以内 

上限 1,000 万円、下限 200 万円 

２年目（２回目）：補助対象経費総額（税別）の 2/3 以内 

         上限 800 万円、下限 200 万円 
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３年目（３回目）:補助対象経費総額（税別）の 1/2 以内  

上限 600 万円、下限 200 万円 

 

（２）補助対象経費 

    補助対象経費は、補助対象事業に直接必要とされる以下の経費とする。 

人件費 補助事業に直接従事する者の人件費 

・時給×従事した時間数で算出すること。 

・時給単価は、基本給（各種手当費、法定福利費等は除く。）より

算出すること。 

・基本給については過去の支給実績を踏まえて算出すること。 

事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

１謝金 

 事業を行うために必要な謝金 

（講演、原稿の執筆、ガイド等に対する謝金） 

２旅費 

 事業を行うために必要な国内外出張に係る経費 

３賃金 

 事業に直接従事したアルバイト、パートに係る経費 

（ただし「人件費」に含まれるものを除く） 

４需用費 

事業を実施するために必要な消耗品、印刷製本、食料費等に要す

る経費 

５役務費 

 事業を行うために必要な人的サービス等の提供（デザイン料、広

告料、筆耕・翻訳料、保険料等）に要する経費 

６使用料及び賃借料 

 事業を行うために必要な機器や会場等の使用・賃借（リース、レ

ンタル料）に要する経費 

７委託料 

 補助事業者による直接実施が難しいもので、他の事業者に委託す

る場合に必要な経費 

・事業の企画判断、管理運営等、補助事業の根幹に関わる業務の

委託は不可とする。 

８その他諸経費 

 その他知事が必要と認める経費 

 

※補助対象事業の実施に伴い、交付申請時の額を上回る収入が生じたと認めら

れる場合には、交付申請時の額を上回る収入を差し引いた補助金額を限度とす

る。 

 

（３）補助対象外経費 

  ・本事業に直接関係のない経費 

  ・補助対象期間外に発生した経費 
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 ・事業者における経常的な経費（家賃、光熱費等） 

  ・実施主体（補助事業者）の会食・飲食費 

  ・施設整備や機材購入などのハード整備（設備投資）に係る経費 

  ・備品購入に係る経費（消耗品等は除く） 

  ・航空運賃に含まれるオプション（クラスＪなど）相当料金 

  ・手数料（振込手数料、代引き手数料等） 

  ・証憑書類（領収書等）が確認できない経費 

  ・自社事業と明確な区分が困難である経費 

  ・消費税、地方消費税 

  ・その他、不適切と認められる経費 

 

（４）利益等排除について 

補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達等に係る経費がある場合、補 

助対象経費の実績額の中に補助金を受ける事業者（以下、補助事業者とする）自 

身の利益が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられる。  

このため、補助事業者自身から調達等を行う場合は、原価（当該調達品の製造 

原価など※）をもって補助対象経費に計上する。 

※補助事業者の業種等により製造原価を算出することが困難である場合は、他の

合理的な説明をもって原価として認める場合がある。 

    

７ 説明会及び応募方法等 

（１） 説明会の開催ついて 

① 日時：令和７年４月 21日（月）13:30～14:30（予定）              

②場所：沖縄県産業支援センター 中ホール(312 号室) 

③開催方法：来場及びリモート（ZOOM を利用したハイブリッド方式） 

④申込方法：下記専用フォームよりお申込みください。 

       https://forms.gle/tK9hnm4fW69apnTC9 

※WEB 申込が難しい場合は、電子メール（okicon@rpi.co.jp）にて 

お申込みください。 

（メールの場合は以下の内容を記載願います。） 

・所属・氏名・電話番号・メールアドレス・参加人数 

・参加方法（来場又はリモート） 

 

（２）質問について 

本公募要領に関して疑義がある場合は、以下のとおり質問書を提出すること。 

① 質問受付期限：令和７年４月 25 日（金）12 時 

②様式：質問書【様式】 

③提出方法：電子メール 

④宛先：沖縄観光コンテンツ開発支援事業事務局  

 （株式会社アール・ピー・アイ沖縄営業所）担当：佐脇 

メールアドレス ： okicon@rpi.co.jp 

   ※質問に対する回答は、沖縄県文化観光スポーツ部観光振興課ＨＰに掲載する。 
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（３）応募書類の提出について 

①提出期限：令和７年５月９日（金）17時（期限厳守） 

②提出先：沖縄観光コンテンツ開発支援事業事務局   

（沖縄セルラー電話株式会社 アグリ&マルシェ事業部） 

担当：三島・鈴木  

     〒900-0032 沖縄県那覇市松山 1丁目 2番 1号 

③提出方法：持参又は郵送により提出すること。 

 ※郵送の場合は、到着確認が可能な手段をとるものとし、提出期限内必着とす 

ること。（期限を過ぎた場合はいかなる場合も受け付けません。） 

   ※持参の場合の受付時間は 10 時～17 時。 

 

８ 応募書類 

（１）提出書類 

①応募申請書【様式１】 

②積算書【別記様式１-１】 

③収支計画書【別記様式１-２】 

④事業スケジュール【別記様式１-３】 

⑤事業全体図【別記様式１-４】 

⑥実施計画書【任意様式】 

   ※「実施計画書記載要領」を参考に作成すること。 

（原則Ａ４判、縦置き、10p 以内） 

⑦会社概要書【様式２】 

⑧実績書【様式３】 

⑨誓約書【様式４】 

⑩直近３年間の賃借対照表、損益計算書 

⑪履歴事項全部証明書（登記簿謄本）※写し可 

⑫法人の場合は、直近２年間の法人事業税及び法人県民税について滞納がないこ 

とを証明する書類（取得機関：県税事務所） 

⑬共同企業体協定書【任意用式】 

※共同企業体の場合は、⑦～⑫を全構成員分提出すること。 

 

（２）提出部数について 

①～⑧：８部（原本１部、複本７部） 

⑨～⑬：１部（原本に添付）  

 

９ 審査等 

（１）事業実施までの流れ 

①補助を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）が「８応募書類」に示し 

た書類を事務局に提出する。 
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②提出書類に基づき県及び事務局において、一次審査（書類審査）を実施する。 

③一次審査（書類審査）を通過した申請者を対象に、二次審査（プレゼンテーション

審査）を実施し、採択事業者を決定する。 

④採択の通知を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、補助金交付申請書  

 を県に提出する。 

⑤補助事業者は、県からの交付決定後、事業を開始することができる。 

 

（２）複数年度応募した場合の審査について 

複数年度の事業計画で応募し採択された場合においても、次年度以降の採択を確約 

するものではない。また、過年度の事業実施状況を確認し、適宜事業計画の見直しを 

求める場合がある。    

    

（３）審査の方法について 

①第一次審査（書面審査） 

    沖縄県文化観光スポーツ部において書面審査を実施し、第一次審 

査の結果は電子メール及び書面にて通知する。選定された事業者に対しては、 

結果及び第二次審査の実施日時等を通知する。選定されなかった事業者に対し

ては、結果のみを通知する。 

②第二次審査（プレゼンテーション審査）：5月 21 日（水）を予定 

    沖縄県及び外部有識者等で構成する選定委員会において、実施計画書の内容 

等についてプレゼンテーション審査を行い、補助事業候補者を選定する。第二 

次審査の結果については、電子メール及び書面にて通知する。 

※審査は非公開で行い、審査経過に関する問い合わせは受け付けない。 

なお、審査の視点は下表の通りである。 

項目 内容 

１．事業内容及び自走化 

ア 募集テーマとの整合性 本事業の募集テーマと合致しているか。また、沖縄の

ソフトパワー（歴史、自然、文化、芸能等）を活用し

た魅力のある事業となっているか。 

イ 消費額向上・観光誘客 事業内容が明確であり、事業を実施することで、観光

誘客や MICE 開催を促進し、消費額・満足度向上が見込

めるか。 

ウ 事業の発展性・自走化 次年度以降の計画含め、事業の発展性があり、事業規

模や収支構造を含めて自走化が見込めるか。 

２．事業の計画性 

ア 目標設定・事業成果 目標設定は妥当な数値となっているか。本事業を実施

することで、沖縄観光の発展に寄与する事業となって

いるか。 

イ ターゲット設定・新規性 事業を実施する上でのターゲットが明確で、競合する

市場との優位性が見込めるか。また、新たな需要が創

出できるか。 
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ウ 事業スケジュール・プロ

モーション戦略 

事業スケジュールが明確で、実施可能か。また、プロ

モーション戦略が具体的に記載されており、当該戦略

がアで設定した目標達成へ向けた内容となっている

か。 

エ 運営体制・予算の妥当性 事業者の執行体制の責任が明確になっており、実施計

画を確実に遂行できるか。予算計上は妥当な金額か、

また、事業収入については、実現可能な設定となって

いるか。 

 

 

10 その他留意事項 

（１）応募書類等の作成に要する経費、第二次審査に参加する経費等については、応

募者の負担とする。 

（２）提出された応募書類等については返却しない。 

（３）補助事業者選定に関する審査内容及び経過等については公表しない。 

（４）本事業は国の補助などを活用して実施するものであり、補助事業者は経理管理

にあたっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

第 179 号）に基づき適正に執行し、また、沖縄観光コンテンツ開発支援事業補助

金交付要綱等を遵守すること。 

（５）補助事業者は事業終了後、県からの追跡調査や事後評価に対応すること。 

（６）沖縄県は、観光コンテンツ開発を効果的・効率的に推進し、自走化に結びつけ

られるよう、補助事業者への指導や支援を行うための業務を委託しており、事業

内容や必要経費については改善指導等を行う場合がある。 

（７）補助事業者は、補助対象経費について、他の経理と区分して、その収入及び支

出を記載した帳簿を備え、経理の状況を常に明確にし、関係証拠書類とともに補

助対象事業を廃止した日又は完了した日の属する年度の翌年度から５年間保管す

ること。 

 

11 問い合わせ先 

沖縄観光コンテンツ開発支援事業事務局 

（株式会社アール・ピー・アイ沖縄営業所）担当：佐脇 

電話：098-917-6328 メールアドレス ： okicon@rpi.co.jp 

    

実施主体：沖縄県 文化観光スポーツ部 観光振興課 

 

 


